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リテール金融における金融機関間競争
と中小金融機関の対応
――これまでの推移と今後の方向――

〔要　　　旨〕

１　不良債権処理や自己資本充実のために収益力向上を求められた大手銀行は，90年代後半

以降，リテール業務への取組みを強化し，以後リテール金融分野で金融機関間競争が激化

している。これまでのところ，住宅ローンの取扱いでは地銀などの地域金融機関が比較的

健闘しており，消費者金融分野では都銀などの大手銀行が先行している。個人を対象とす

る資産運用ビジネスでは，都銀等の大手銀行が投資信託の窓販取扱額の大半を占めるなど

強みを発揮しているが，地銀や第二地銀の取扱額も増加傾向にある。中小零細企業向け金

融では，スコアリングモデルなどの新たなリスク管理手法を導入した大手銀行が貸出を増

やしている。こうしたリテール業務の取扱状況は，各業態の決算にも反映されてきている。

２　米銀は，90年代前半に経営再建を果たした後，リテール業務を中心に全体として高収益

体質を持続している。しかし，リテール業務における金融機関間競争が激化するなかで，

コミュニティ銀行，特に小規模のコミュニティ銀行は銀行数が大幅に減少しており，大規

模銀行と比べた場合の収益格差も広がっている。競争激化によって住宅ローンビジネスの

収益性が低下するなかで，優良なコミュニティ銀行は，顧客とのリレーションシップを生

かした商業用不動産融資や商工業向け融資などを増加させるなどの工夫をみせている。

３　日本では，不良債権処理に目途をつけた大手銀行が，今後リテール分野でさらに攻勢を

かけてくることが予想される。中小金融機関の対応としては，顧客との長期的な取引関係

に基づく諸情報を活用し，顧客ニーズに合った商品やサービスの提供を徹底することが基

本である。クレジットカードのシステム開発など，中小金融機関単独ではコスト的に対応

が難しい分野では，中央機関（協同組織金融機関の場合）の役割が重要となろう。中央機関

を持たない中小金融機関の場合には，中小金融機関同士の提携や大手銀行との間で系列化

が進んでいくことが予想される。
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戦後の金融行政の下で，日本の金融業界

では，都銀などの大手銀行が大企業を中心

とする法人取引を担い，中小企業や個人に

関する金融は，地銀や第二地銀（1988年度

以前は相互銀行），信用金庫や信用組合，農

協などの地域を基盤とする中小金融機関が

担うという「すみ分け」がなされてきた。

高度成長の終焉後，80年代になって大企業

の借入需要の減少もあり，都銀などの大手

銀行は中小企業融資や個人の住宅ローンな

どの分野に徐々に進出してきたが，90年代

後半には，収益力向上を目的に，中小零細

企業や消費者金融などを含むリテール金融

に本格的な取組みを始めた。

以後，リテール金融の分野で金融機関間

の競争が活発化してきているが，本稿は，

リテール金融にかかる金融機関間競争のこ

れまでの推移を整理，評価するとともに，

こうした動きが，今後日本の金融機関，特

に中小金融機関にどのような影響を与えて

いくかについて，米国の金融業界の経験も

踏まえて考察したものである。

（１） 90年代後半以降の邦銀の経営改革

90年代の邦銀は，不良債権の増加と規制

緩和による競争激化といった経営環境のな

かで，不良債権の早期処理を行うための財

源確保と自己資本充実を図るための収益力

の向上を求められていた。大手金融機関を

中心に大規模な再編が進行するなかで，多

くの金融機関が採用した戦略は，「選択と

集中」であり，従来のフルバンク的な経営

を改め，低収益部門を中心に大胆な合理化

を行う一方，高収益部門や将来性のある事

業に経営資源を重点配分する戦略が打ち出

された。こうした戦略部門として取り上げ

られたのが個人や中小企業を対象とするリ

テール部門であった。

不良債権処理によって自己資本が不足す

る金融機関に対して，98年３月と99年３月
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に公的資本の注入が行われたが，公的資本

注入を受けた金融機関が作成した経営健全

化計画では，リテール部門を収益力向上の

中心に据えるものが多く，公的資本注入の

対象とならなかった金融機関においても，

リテール部門を重視するところが多かっ

た。こうした経営戦略の採用には，米国商

業銀行がリテール業務を中核に高収益体質

を構築してきたことも参考とされた。

はじめに述べたように，リテール業務の

対象である個人や中小企業に関する金融

は，これまでは，主として，地域を基盤と

する中小金融機関が対応していた分野であ

った。こうした分野に大手金融機関が本格

的に取り組むようになり，リテール金融分

野での金融機関間競争が一層激化すること

となった。

（２） リテール金融への取組強化と

これまでの推移

リテール金融とは，個人や中小企業など

の多数の顧客を対象とする各種金融取引の

ことをいうが，そのなかでも，多くの金融

機関が重視したのは，個人に対する住宅ロ

ーンや消費者ローンの取扱い，投資信託な

どの金融商品の販売，中小零細企業に対す

るビジネスローンの取扱いなどであった。

以下では，大手金融機関がリテール業務

への取組みを本格化した98，99年度以降に

おいて，これらの業務が各業態においてど

のような推移をたどってきたかをみていく

こととする。

ａ　住宅ローンへの対応

住宅ローンは，個人貸出のなかでは１件

当たりの金額が大きく，かつ，返済期間が

長期にわたることから，個人との金融取引

の中核をなす商品であり，BIS自己資本比

率規制におけるリスクアセットとしての掛

け目が50％（新BIS規制では35％）と，企業

貸付等に比べて低いというメリットもあ

る。このため，多くの金融機関が住宅ロー

ンをリテール業務の中心的商品の一つとし

て位置付け，積極的な対応を行ってきた。

住宅着工戸数は総じて伸び悩みを続けた

が，金利低下で住宅金融公庫からの既往借

入金の借り換えニーズが高まったことや，

01年12月閣議決定の「特殊法人等整理合理

化計画」において，住宅金融公庫が06年度

までに廃止され，新たに証券化支援法人が

設立されることとなったことも，住宅ロー

ン推進に追い風となった。

具体的戦略として，住宅ローンセンター

の増強やスタッフの増員・再配置，新商品

の開発，休日相談会の開催，貸出にかかる

審査期間の短縮化などが行われてきた。第

１図によって，主要金融機関の住宅ローン

残高の推移をみると，住宅金融公庫の貸出

額が減少した01年度から民間金融機関の増

加率が上昇傾向となり，住宅金融公庫の減

少分が民間金融機関にシフトしたことがう

かがえる。民間金融機関のなかでは，貸出

金残高自体は都銀が最も大きく，地銀がこ

れに次ぐが，貸出金残高の増加率では地銀

や労金が都銀を上回っており，近年では農

協の増加率も高くなっている。第二地銀や
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信金，信組の増加率はほぼ都銀並みである。

このほか，生保の貸出額が減少しており，

住宅金融公庫と同様に民間金融機関にシフ

トした形となっている。

以上のように，住宅ローンの取扱いでは，

現状までのところ，都銀などの大手銀行だ

けでなく，地域金融機関も含めてほとんど

の民間金融機関が貸出伸張を達成してい

る。なかでも，都銀に次ぐ貸出金残高を持

つ地銀が10％近い増加率を続けるなど，地

域金融機関が比較的健闘している。これは，

個人との取引においては従来から地域金融

機関が強みをもっていたことに加えて，新

商品の開発などにおいても積極的に取り組

んできたことが要因と思われる。
（注１）

ｂ　消費者ローンへの対応

消費者ローンについては，90年代以降，

都銀，地銀，第二地銀などの国内銀行や信

金の貸出は減少を続けてきた。反面，この

間に貸出金残高を増加させたのは，消費者

金融会社や信販・クレジット会社などのノ

ンバンクであった（第２図）。

消費者金融会社は，個人信用情報などを

活用した統計的手法による審査手法を導入

し，93年に自動契約受付機による非対面方

式での貸付手法をスタートさせたが，こう

した手法が利用者の支持を得て，以後貸出

残高が増加してきた。また，信販会社やク

レジットカード会社などの販売信用業者も

クレジットカードを通じたキャッシングに

よって消費者ローンを増加させた。一方，

この間，都銀などの大手銀行はもちろんの

こと，地銀，第二地銀，信金などの金融機

関の消費者ローン残高は減少を続けた。

消費者金融は，信用リスクが大きい一方

で，一般の貸出に比べて貸付金利が高いた

め，リ
（注２）

スク管理を効果的に行うことにより，

高い収益を得ることができる。実際に，大

手消費者金融会社は高い収益率を維持して

きた。こうしたなかで，大手銀行は，00年

から01年にかけて，消費者金融の分野でノ

ウハウが豊富な消費者金融会社と合弁で消
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資料　日銀『金融経済統計月報』, 地銀協資料, 各社決算
資料�

（注）　都銀, 地銀の０３, ０４年度増加率は各社決算資料や地
銀協資料から計算。�
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費者金融子会社を設立し，
（注３）

地銀などの地域

金融機関も消費者金融会社との業務提携を

行い，消費者ローンの貸出伸張を図ってき

た。また，銀行本体で発行するクレジット

カードにリボルビング機能が認められたこ

とから，銀行本体でクレジットカードを発

行する動きもでている。
（注４）

こうした銀行の積極姿勢もあり，これま

で減少を続けてきた国内銀行の消費者ロー

ン残高は，第３図のように，05年３月には

前年比で増加に転じている。

ｃ　個人の資産運用ニーズへの対応

個人の資産運用ニーズに対しては，98年

12月の銀行による投資信託の窓販認可や01

年度からの保険商品の窓販認可などもあ

り，投資信託や保険商品の窓販を中心に業

務が展開された。98年の銀行法の改正で金

融持株会社の設立が可能となり，00年９月

のみずほホールディングス（株）の設立を

皮切りに，大手銀行のほとんどが銀行のほ

かに信託銀行や証券会社，投資信託委託会

社などを傘下に抱える金融持株会社に移行

したが，銀行本体での投資信託の窓販のほ

か，金融グループの機能を生かして，銀行，

信託，証券の共同店舗の設置による金融商

品の販売なども行われている。

投資信託商品では，銀行等金融機関が販

売した投資信託は，05年７月時点で契約型

公募・私募投資信託合計純資産残高の45％

を占め，銀行等による投資信託販売の業態

別取扱状況では，第４図のように，都銀等

が圧倒的に大きなウェイトを占めている。

都銀に次ぐのが地銀であり，近年，地銀や

第二地銀の取扱額も増加傾向にある。

投資信託の取扱いについて考える場合，

競合商品である預金の動きが問題となる

が，主要業態の個人預金の推移をみると，

第５図のように，01年度以降は増加傾向に

あり，預金の増加を確保しつつ投資信託の

販売を行ってきたことがみてとれる。取扱

高の大きい都銀等の99～04年度（６年間）

の投資信託の合計販売額は38兆円に達する

が，品揃えの豊富さや専門性の高い人材確

保など金融グループによるシナジー効果も
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資料　日銀『金融経済統計月報』�
（注）　都銀, 地銀, 第二地銀は０３年度以降公表が中止され, 

国内銀行に一本化された（国内銀行は都銀, 地銀, 第二
地銀, 長信銀・信託等の合計）。�
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あり，投資家の運用資産を効果的に取り込

んだものといえよう。

ｄ　スモールビジネスへの対応

近年の中小企業取引における新たな動き

としては，従来大手銀行の取引対象には入

っていなかったスモールビジネス（たとえ

ば年商10億円未満の事業者）に対して，都銀

などの大手銀行が本腰を入れた取組みを始

めたことであろう。都銀などの大手銀行が

これらの中小零細業者を取引対象として取

り扱うことが可能となったのは，これらに

対する信用リスクの管理を可能にする手法

が普及してきたことの影響が大きい。

米国の大手商業銀行などが一般化したク

レジットスコアリングモデルは，個人や中

小零細業者などの財務データ等を点数化し

てこれをランク付けし，過去のデフォルト

確率等に基づいて統計的手法により信用リ

スクを管理する手法である。こうした手法

が日本でも導入され，中小零細業者に対す

る無担保，第三者保証不要の小口ローンが

推進された。
（注５）

従来，こうした中小零細業者と取引を行

ってきたのは，第二地銀や信金，信組など

であった。これらの中小金融機関は，職員

による取引先との日常的な接触や既往取引

振りなどにより取引先に関する情報を蓄積

し，こうした情報を基にして貸出取引を行

ってきた。こうした分野に，都銀などの大

手銀行が，上記のクレジットスコアリング

のような統計的手法によって新たに参入し

てきた。

主要業態の中小企業向け貸出金残高は，

第６図のように90年代半ば以降，資金需要

の低迷や不良債権処理の影響などもあり，

減少傾向にある。大手銀行による中小零細

業者向けビジネスローンの伸張が，中小金

融機関の貸出に対してどの程度の影響を与

えているかは，第６図では明確には読みと

れないが，今後もこうした貸出が増加して

いくと，その影響は次第に顕在化してくる

ことが予想される。
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資料　日銀『金融経済統計月報』, 地銀協「地方銀行決算
状況」, 各社決算資料 

（注）　都銀, 地銀の０３年度以降の数値は, 都銀は各社決
算資料, 地銀は地銀協決算資料による。 
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資料　日銀『金融経済統計月報』, 地銀協『地銀協月報』 
（注）　信金は法人向け貸出金を使用, 信組は貸出金全体

から住宅貸付を除いたもので代用。 
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ｅ　取引チャンネル・手段の多様化

リテール業務は基本的に小口で多件数の

取引であり，リテール業務が高い収益性を

持つためには，多件数の取引を低いコスト

で処理することを可能にするローコストオ

ペレーションが前提となる。ローコストオ

ペレーションの手段の一つとして，機械化

を進めることによる人件費等諸経費の削減

がある。

規制緩和の進展や I Tの発達もあり，近

年，さまざまな取引チャンネルや取引手段

の開発が行われてきた。CDやATMは，か

つては金融機関の店舗に設置され，店舗窓

口での事務処理を代替するものとして使用

されてきたが，現在では，ATMは，店舗

だけでなくスーパーやコンビニ等への展開

が図られており，稼動時間も延長されてい

る。このほか，テレフォンバンキングやモ

バイルバンキング，インターネットバンキ

ングなどによる取引が広がっている。

こうした取引チャンネルや取引手段の多

様化には，それを支えるシステム投資が必

要であり，そうした投資に耐えうる資本力

が求められる。CDやATMの設置はほとん

どの金融機関に行き渡っているが，インタ

ーネットバンキングやモバイルバンキング

については，第１表にみられるように，現

状では都銀などの大手銀行が先行してい

る。

ｆ　リテール業務の銀行収益への反映

これまでリテール金融の主要分野におけ

る金融機関の取扱状況についてみてきた

が，次に，これらの業務が銀行収益にどの

程度反映されているかについて考察する。

前にも述べたように，90年代後半に，銀

行は多額の不良債権を抱え，不良債権の早

期処理が喫緊の課題であった。こうした状

況下で，銀行は，低収益部門を中心に大胆

な合理化を行う一方，高収益部門や将来性

のある事業に対して経営資源を集中する戦

略を採用し，こうした戦略部門としてリテ

ール部門が取り上げられた。

90年代後半以降の金融機関の決算を大ま

かに言えば，低成長下資金需要の低迷を背

景に業務粗利益は伸び悩んだものの，経営

合理化による経費節減によって業務純

益の落ち込みを回避し，これを不良債

権処理費用に充当してきたということ

ができる。
（注６）

都銀についてみると，第７図のよう

に，業務粗利益（第７図の棒グラフの

プラス部分，具体的内容は（注６）を参照）

はほぼ横ばいで推移したが，大規模な

再編にともなう経営合理化によって営

業費用を削減し，前年度並みの業務純
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資料　金融情報システムセンター編『金融情報システム白書』�
（注）　同センター実施の「金融機関業務のシステム化に関するアン

ケート調査」における回答金融機関の平均。�

第1表　インターネットバンキングとモバイル�
バンキングのサービス契約口座数�
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１，４９４�
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２００１年３月�

１，４１７，５００�
１４，１３１�
２，１１９�
４７５�

０２．３�

１，６４８，８２２�
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０３．３�
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２，１４２，４７０�
２２，９７３�
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益を確保してきた。しかし，不良債権処理

にかかる費用負担が大きく，大幅な経常赤

字を余儀なくされたが，04年度には不良債

権処理費用の減少によって経常黒字となっ

た。04年度末の都銀の不良債権比率は３％

程度に低下し，
（注７）

不良債権処理にほぼ目途が

ついたことから，05年度には大幅増益が確

実視されている。

リテール業務との関連では，前記のよう

に，都銀の場合は投資信託などの金融商品

の販売に強みを発揮しているが，同図にみ

られるように業務粗利益のなかで役務取引

等利益が大きく増加しており，これには投

資信託の窓販による手数料の増加などが反

映されている。

次に，地銀の決算については，第８図の

ように，業務粗利益はやや減少傾向で推移

したが，人件費や物件費などの営業費用の

削減によってある程度の業務純益を確保

し，これを不良債権処理に充当してきた。

このため，都銀ほどの大幅赤字ではないも

のの経常利益は低迷が続いた。04年度は不

良債権処理費用の減少により経常黒字を計

上した。04年度末の地銀の不良債権比率は

5.5％であり，前期に比べて低下したもの

の都銀に比べるとやや高く，今後も収益圧

迫要因となることが予想される。

リテール業務との関連では，前記のよう

に，地銀は住宅ローンの取扱いが堅調に推

移しており，こうした個人向け貸出の増加

を主因に貸出の落ち込みは都銀に比べて小

さい。地銀の場合には業務粗利益の大半を

資金利益が占めるが，こうした個人向け貸

出の増加が資金利益の落ち込みを小さく

し，粗利益の下支え要因となっている。

第二地銀の決算は，地銀とほぼ同様の傾

向にあり，04年度には不良債権処理費用の

減少を主因に経常増益となった。リテール

業務との関連では，地銀と同様に住宅ロー

ンなどの個人向け貸出の増加が資金利益の

下支え要因となっている。
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（注１）たとえば，日本経済新聞社が実施した第２
回金融機関ランキングにおける住宅ローンの
「金利・審査」にかかる利用者の評価では，地銀
が高評価を得ている（05年９月22日付日経金融
新聞）。

（注２）消費者ローンの金利は，利息制限法や出資
法の規制を受けるが，利息制限法における上限
金利は元本10万円未満の場合20％であり，出資
法の上限金利は29.2％である。貸金業法第43条
の規定（みなし弁済規定）もあり，大手消費者
金融会社（５社）では，出資法上限金利を下回
る29.00％～25.55％を上限としている。

（注３）00年５月にUFJ銀行がプロミス等と提携し
て（株）モビッドを設立し，00年６月に三井住
友銀行が三洋信販と連携しアットローン（株）
を設立した。また，01年８月には，東京三菱銀
行がアコム等と連携して（株）東京三菱キャッ
シュワン（05年１月（株）DCキャッシュワンに
社名変更）を設立した。

（注４）東京三菱銀行は04年10月にキャッシュカー
ドにクレジットカード，電子マネーを一体化し
た多機能 I Cカードを本体で発行した。

（注５）三井住友銀行が02年３月に導入したビジネ
スセレクトローンは，貸付限度額５千万円，貸
付期間最長５年，無担保（期間３年まで），第三
者保証不要であり，スコアリングモデルによる
審査手法に基づくものである。05年３月までの
累計取組額は約２兆６千億円に達している。

（注６）業務粗利益は，銀行の通常業務からもたら
される収益であり，資金運用収益と資金調達費
用の差額である資金利益，各種金融サービスの
手数料に相当する役務取引等利益，トレーディ
ング収益である特定取引利益，債券や外国為替
の売買益であるその他業務利益からなる。業務
粗利益から人件費や物件費などの営業費用と一
般貸倒引当金繰入額等を差し引いたものが業務
純益であり，さらに不良債権処理費用などのそ
の他経常損益を加えたものが経常利益である。

（注７）不良債権比率は，総与信に占める金融再生
法開示債権の割合であり，金融庁資料「金融再
生法開示債権の状況」による。地銀の数値も同
資料によるもの。

（１） 米銀の高収益性を支えるリテール

金融

80年代後半から90年代初めにかけて，米

銀は，不動産融資や発展途上国融資，LBO

（Leveraged Buyout）融資などに関連した不

良債権の増加による経営悪化に苦しんでい

た。こうしたなかで，多くの米銀が採用し

た戦略は「選択と集中」であり，低収益部

門の大幅な合理化を行う一方，高収益部門

や比較優位にある部門に経営資源を重点投

入する戦略であった。大幅合理化による経

費削減や金利低下による利ざや拡大などに

よる収益回復の下で，不良債権処理を急ピ

ッチで進めた米銀は，92年以降業績回復に

向かった。

多くの米銀がリストラの過程で中核的な

収益部門として位置付けたのはリテール部

門であった。リテールを中心に置くビジネ

スモデルは，当初はワコビアやネーション

ズバンクといったスーパーリージョナルバ

ンクで成功したモデルであったが，これが

シティバンクやチェースなどのマネーセン

ターバンクにも広がった。

90年代前半に経営再建を果たした米銀

は，以後高いROA（総資産利益率）を維持

するなど高収益体質を持続している。米銀

の高収益の要因は，リテール金融分野にお

いて，住宅ローンや消費者ローンなどの貸
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付によって高い利ざやを確保する一方，ス

コアリングシステムなどのリスク管理手法

を通じて信用コストを抑制し，金利収入

（利ざや収入）の増加を達成するとともに，

預金口座管理手数料や債権流動化関連手数

料，クレジットカード関連手数料などの非

金利収入を増加させてきたことによる。

このように，米銀全体としてみると，高

収益体質を維持するなど経営は順調に推移

しているが，こうしたなかで，米国の商業

銀行数は90年の12,347行（FDIC加盟銀行数，

以下同じ）から04年には7,630行へと大幅に

減少しており，資産の大規模銀行への集中

傾向がみられるなどの変化がでている。

シカゴ連銀が公表しているChicago Fed

Letter（Number178，June 2002）によれば，

米国商業銀行は，経営規模に従って，大規

模銀行（総資産10億ドル以上），大規模コミ

ュニティ銀行（総資産100百万ドル以上10億

ドル未満），小規模コミュニティ銀行（総資

産100百万ドル未満）に分けられる。この分

類に従うと，04年の商業銀行数7,630行は，

大規模銀行445行，大規模コミュニティ銀

行3,530行，小規模コミュニティ銀行3,655

行からなり，前記の銀行数の減少はコミュ

ニティ銀行，なかでも小規模コミュニティ

銀行を中心としたものである。米銀の収益

力は全体として高水準を維持しているが，

第９図のように大規模銀行とコミュニティ

銀行，特に小規模コミュニティ銀行との格

差が広がるなどの現象がみられる。
（注８）

米国においても，個人や中小零細企業と

の取引は，従来は一定地域に基盤を置くコ

ミュニティ銀行が中心に対応しており，大

規模なマネーセンターバンクは，企業貸付

や商業用不動産貸付，国際投融資などの業

務が中心であった。しかし，不良債権増加

などによりこうした分野の取引採算が悪化

し，90年代以降大規模銀行のリテール業務

への本格的進出がみられた。リテール業務

における競争激化が，上記のような大規模

銀行とコミュニティ銀行，特に小規模コミ

ュニティ銀行との格差拡大の原因である。

（注８）コミュニティ銀行と大規模銀行の収益格差
が広がったとはいっても，小規模コミュニティ
銀行の場合でもROAは0.99％（04年）であり，
大規模銀行（04年のROAは1.32％）に比べれば
低いものの，邦銀（たとえば東京三菱銀行の04
年度決算のROAは0.3％程度）に比べればかなり
高い。

（２） 米銀の規模別収益構造

第９図でみたように，98年ごろから大規

模銀行とコミュニティ銀行，特に小規模コ

ミュニティ銀行との収益格差が広がってき

ているが，この要因を探るためにこれらの

銀行群の収益分解を行ったものが第10，11，

12図である。
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大規模銀行は金利収入の増加に加えて，

非金利収入も大きく増加している。金利収

入では，住宅ローンやホームエクイティロ

ーン，クレジットカードローンなどの増加

により利ざや収入を確保し，非金利収入で

は，預金関連手数料のほか証券化関連手数

料や投資銀行業務手数料などが増加してい

る。人件費や物件費などの非金利支出も増

加しているが，金利収入や非金利収入の増

加が大きいため，これらの収入を獲得する

ために使用した経費の割合（非金利支出／

「金利収入＋非金利収入」であり，以下経費率

と呼ぶ。但し，第10，11，12図では収入に証券

売買益も加えている）が十分に低下してお

り，これが純利益増加の要因となっている

（第10図）。

これに対して，大規模コミュニティ銀行

では，金利収入と非金利収入がともに増加

傾向にあるが，その増加幅は大規模銀行に

比べると小幅であり，このため，00年以降

経費率が高めに推移しており，増益率が大

規模銀行に比べると低く，この結果，大規

模銀行に比べてROAがやや下回る原因と

なっている（第11図）。

小規模コミュニティ銀行では，90年代後

半以降，金利収入と非金利収入がともに減

少している。小規模コミュニティ銀行の金

利収入や非金利収入の減少傾向は，大規模

銀行による吸収合併などによって銀行数が

減少していることも影響しているが，１行

当たりの収入金額をみても伸び悩み傾向は

明らかである。これらの収入の減少に経費

の削減が追いつかず，経費率が上昇し，こ

れが純利益の減少傾向の要因となって

ROAの低下につながっている（第12図）。

こうしたコミュニティ銀行，特に小規模
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第10図　大規模銀行の収益分解�
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コミュニティ銀行の衰退傾向の原因を整理

すると，次のような点が指摘できる。
（注９）

第一

は，銀行業務の地理的側面での規制緩和で

ある。米国の銀行はかつて郡・州の境界を

越えて営業することを禁じられていたが，

94年のリーグル・ニール法（州際銀行支店

効率化法）の制定によってこれらの地理的

制約が無くなり，郡・州を越えた合併や買

収が活発化した。これにより，一定の地域

での営業を基盤にしたコミュニティ銀行は

激しい競争下に置かれることとなった。

第二は，金融技術の発達によって，地域

金融におけるコミュニティ銀行の優位性が

揺らいできたことである。コミュニティ銀

行は，地域住民や地場企業との日常的な交

流や取引関係を通じて情報を蓄積し，これ

を金融取引に活用していく（いわゆるリレ

ーションシップバンキング）点に強みがある

が，クレジットスコアリングモデルなどの

統計的手法による信用リスク管理手法の導

入や，インターネットを通じた金融取引

（インターネットバンキング）など非対面方

式の取引チャンネルが拡大したことなどか

ら，これまでのコミュニティ銀行の優位性

が揺らいできたことがある。

第三に，こうした地理的営業規制の緩和

や金融技術の発達などをテコに，大規模銀

行が個人や中小零細企業などのリテール分

野に本格的に取り組むようになり，リテー

ル分野での競争が激化したことである。こ

うした競争激化が，コミュニティ銀行の貸

付の伸び悩みや利ざやの縮小傾向などにつ

ながった。

（注９）第一と第二の点は，The Federal Reserve
Bank of Chicago, June 2002, Chicago Fed
Letter（ Number178）, Whither the
Community bank? Relationship finance in
the information ageを参照。

（３） コミュニティ銀行の対応

米国の住宅ローン市場では，業務のアン

バンドリング（機能分化）が進み，オリジ

ネーション（ローンの組成）を行うモーゲ

ージカンパニー，融資を行う金融機関，住

宅ローン債権の流動化にかかわる証券会社

などがそれぞれの分野で活発に業務を展開

している。大規模銀行の場合には，銀行持

株会社の子会社にモーゲージカンパニーや

証券会社を所有しており，グループ全体と

して住宅金融にかかる収益の補足が可能で

あるが，コミュニティ銀行の場合にはこう

した対応は難しく，住宅ローン関連業務の

収益性の低下を余儀なくされている。

また，消費者金融の分野では，クレジッ

トカード関連業務は装置産業化する傾向に

あり，資本力の大きい業者に業務が集中し

ている。実際に，コミュニティ銀行の消費

者向け貸付は減少傾向にある（第13図）。
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上が必ずしも主目的ではなく，組合員との

信頼関係をベースに，組合員のニーズに基

づいた金融商品や金融サービスを提供する

ことによって，利用者の支持を得ている。

（注10）FRB, Profit and Balance Sheet
Development at U.S Commercial Bank
2004, Federal Reserve Bulletin, Spring
2005，ｐ148～149を参照。

これまでみてきたように，米国では，大

規模銀行のリテール業務への本格的進出に

よって，コミュニティ銀行数，特に小規模

コミュニティ銀行数が大きく減少する事態

となり，現存するコミュニティ銀行におい

ても収益性において大規模銀行との格差が

広がる傾向がみられる。

リテール業務における金融機関間の競争

は，小口で多件数の金融取引をコンピュ－

ターを活用し大量処理することによってコ

ストを下げ，スコアリングシステムなどの

統計的審査手法によって信用リスク管理を

行い，規模の利益を追求する大規模銀行の

ビジネスモデルと，金融機関と顧客の長期

的な取引関係をベースに顧客に関するさま

ざまな情報を蓄積し，こうした情報をもと

に取引を行うコミュニティ銀行のビジネス

モデルとの間の競争というとらえ方も可能

である。米国での経験では，前者のビジネ

スモデルが全般的には優勢であるが，後者

のビジネスモデルも根強く存続し，一定の

存在領域を確保しているということができ
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こうしたなかで，コミュニティ銀行の近

年の動きとして，商業用不動産貸付を増や

す動きがみられる（同図）。これらの貸付

は，FRBの調査によれば，倉庫やオフィス

ビル，医療用施設などの不動産の取得に使

用される資金のほかに，商業用不動産を担

保としつつも実際には商工業者の事業資金

に使用される資金などが含まれている。ま

た，これらの貸付は住宅ローンなどに比べ

て収益性も高く，いわゆるリレーションシ

ップバンキングの強みが生かせる分野とい

える。FRBの調査によれば，こうした商業

用不動産貸付が伸びているコミュニティ銀

行は，そうでないコミュニティ銀行に比べ

て資産効率も高くなっている。
（注10）

また，同じ小規模金融機関であるクレジ

ットユニオンは，前記のような競争激化の

下でも，住宅ローンや自動車ローンなどの

貸出を伸張させており（第14図），利益も

増益基調を保っている。クレジットユニオ

ンは，協同組織金融機関であるため利益計

資料　National Credit Union Administration, Cdedit 
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第14図　米国クレジットユニオンの貸出内容�
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激化と中小金融機関の対応



よう。

日本においても，90年代後半以降，都銀

などの大手銀行が個人や中小零細企業を対

象とするリテール分野に本格的な取組みを

行ってきた。第１節の（2）でみたように，

これまでのところは，投資信託などの金融

商品の販売では大手銀行の優勢さがみられ

るが，住宅ローンなどの分野では，地域に

基盤を置く中小金融機関が比較的健闘して

いる。しかし，都銀などの大手銀行は，不

良債権処理にほぼ目途をつけ，地方圏での

リテール専門の営業店舗の開設を計画する

など，今後リテール金融分野でさらに攻勢

に出てくることが予想される。

こうした動きに中小金融機関が対抗して

いくには，次のような点が重要と思われる。

第一は，地域金融機関の本来の役割であ

る顧客との長期的な取引関係をベースにし

た金融取引（リレーションシップバンキング）

をより強化，発展させることである。取引

先と向き合い，取引先のニーズに合致した

商品やサービスの提供を徹底すべきであ

り，そのための職員の研鑚等が求められる。

こうした金融機関が存続可能なことは，米

国のコミュニティ銀行やクレジットユニオ

ンの事例などからもみてとれる。

第二は，第一の対応策を基本としつつ，

大規模銀行のビジネスモデルに対抗するた

めの方策を考える必要がある。クレジット

カードビジネスや各種金融商品の販売など

では，大きな資本力を持ち，金融持株会社

の傘下に信託銀行，証券会社や投資信託委

託会社，金融関連ノンバンクなどを持つ大

手金融グループに優位性がある。これに対

抗するには，たとえば，協同組織金融機関

の場合は中央機関の役割が需要となろう。

中央機関が中心となって，個々の中小金融

機関では対応が難しいシステム開発や商品

開発などを行い，個々の中小金融機関の競

争力をつけていく必要がある。そういった

中央機関を持たない業態では，中小金融機

関同士のグループ化や大手銀行との間での

系列化が進んでいく可能性があろう。
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